
合併に係る事前開示書類 

 

 当社は、2021 年 3 月 24 日付当社取締役会決議に基づき、当社を吸収合併存続会社、株式会社

ドットマネーを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行うこととい

たしました。つきましては、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条の定めに従い、

下記の通り吸収合併契約の内容その他法務省令に定める事項を記載した書面を備え置くこととし

ます。 

 

(1) 本合併契約の内容 

2021年 3月 24日付合併契約書の内容は、別添のとおりです。 

 

(2) 対価及びその割当ての相当性に関する事項 

当社は、本合併に際して対価の交付は行いません。当社は、吸収合併消滅会社である株

式会社ドットマネーの発行済株式全部を所有しているため、かかる取り扱いは相当であ

ると考えております。 

 

(3) 新株予約権の承継の相当性に関する事項 

吸収合併消滅会社である株式会社ドットマネーは、新株予約権を発行していませんので、

該当事項はありません。 

 

(4) 吸収合併消滅会社の計算書類等に関する事項 

吸収合併消滅会社である株式会社ドットマネーの最終事業年度（2019年 10月 1日～2020

年 9月 30日）に係る計算書類等は別添のとおりです。 

 

(5) 吸収合併存続会社又は吸収合併消滅会社において最終の事業年度末日後に生じた重要な

財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

(6) 吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

2021 年 2 月 28 日現在、当社及び吸収合併消滅会社の貸借対照表における資産の額、負

債の額及び純資産の額は下表のとおりです。（単位：百万円） 

 

  資産の額 負債の額 純資産の額 

吸収合併消滅会社 1,180 894 285 

当社 198,259 80,527 117,732 

 

この結果、いずれの会社についても、資産内容に照らして支払能力に問題はなく、また、

本合併の効力発生日までに資産及び負債の状態に重大な変動を生じる事態は現在のとこ

ろ予測されておりませんので、本合併により当社の負担すべき債務についての履行見込

みはあると判断します。 
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約

　　

書

　

株 式会 社 サイ バ ーエ ー ジェ ン ト （以 下、 甲 と い う。） と株 式会 社 ドッ トマ ネ 」 （以 下、 乙
という。） は、 次の通り合併に関する契約を締結する。

（合併の方法）
第１条

　

甲と乙は、 甲を吸収合併存続会社、 乙を吸収合併消滅会社として合併し、 甲は乙の

　　　

権利義務の全部を承継する。

　　

２

　

合併に係る吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の商号及び本店は、次のとおり

　　

で あ る。

　　

（１） 吸収合併存続会社

　　　　

商号：株式会社サイバ エージェント

　　　

本 店 ＝ 東京都渋谷区宇田川町４０番１号

　　

（２） 吸収合併消滅会社

　　　

商 号 ：株 式会 社 ドッ トマネ ー

　　　

本店：東京都渋谷区宇田川町４０番１号

（合併に際して発行する株式等）
第２条

　

甲は、 乙の発行済株式の全てを所有しているので、 合併に際して甲の株式を含め－

　　　

切の対価を割当交付しない。

（増加すべき資本金及び準備金）
第３条

　

合併により増加すべき甲の資本金、資本準備金及び利益準備金の額は次の通りとす

　　　

る。 ただし、 効力発生日における乙の資産及び負債の状態により、 甲乙協議の上、 こ

　　

れを変更することができる。

　　　

（１）

　

資

　　

本

　　

金

　

： 合 併 によ り 資 本 金 は増 加 しな い もの と する。

　　　

（２）

　

資

　

本

　

準

　

備

　

金

　

：合併により資本準備金は増加 しないものとする。

　　　

（３）

　

利

　

益

　

準

　

備

　

金

　

：合併により利益準備金は増加 しないものとする。

（合併契約書の承認）
第４条

　

乙は、 会社法第７８４条第１項に基づき、 本契約について株主総会の承認を経ないで合

　　

併 を行 う。

　　

２

　　

甲は、 会社法第７９６条第２項に基づき、 本契約について株主総会の承認を経ないで合

　　

併 を行 う。

（効力発生日）
第５条

　

効力発生日は、２０２１年５月１日とする。 ただし、 合併手続き進行上の必要性その他の

　　

事由により、 甲乙協議の上、 会社法の規定に従い、 これを変更することができる。

（会社財産の引継）
第６条

　

乙は、２０２１年２月２８日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、 これに

　　

効力発生日までの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を効力発生日におい

　　

て 甲 に引 継 ぐ。

（会社財産の管理義務）
第７条

　

甲及び乙は、 本契約締結後効力発生日まで、 善良なる管理者の注意をもってその業

　　

務執行及び財産の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼすお

　　

それのある行為を行う場合には、 あらかじめ甲乙協議し合意の上、 これを行う。



（従業員の引継及びその処遇）
第８条

　

甲は、 効力発生日において、 乙の従業員を引継ぐものとし、 従業員に関する処遇に

ついては、 別に甲乙協議の上、 これを定める。

（退任取締役及び監査役の処遇）
第９条

　

合併に際して甲の取締役等に就任しない乙の取締役または監査役に対し、効力発生

　　　

日前日までの在任期間にかかる報酬等を支給する場合は、乙の株主総会における承認

　　

を得て行うものとするほか、 甲乙協議して定めるものとする。

（合併条件の変更及び合併契約の解除）
第１０条

　

本契約締結の日から効力発生日までに、 天災地変その他の事由により、 甲または乙

　　

の資産状態、 経営状態に重大な変動が生じたときは、 甲乙協議の上、 書面により合併

　　

条件を変更し、 または本契約を解除することができる。

（本契約の効力）
第１１条

　

本契約は、本契約の履行に必要な法令に定める関係官公庁の承認を得られないとき

は、 その効力を失う。

（本契約に定めない事項）
第１２条

　

本契約に定める事項のほか、 合併に関し必要な事項は、 本契約の趣旨に従い、 甲乙

協議の上、 これを定める。

本契約締結の証と して本書１通を作成し、 甲乙記名捺印の上、 甲が原本、 乙がその写しを

保有する。

２０２１年 ３月 ２４日

甲

　

東京都渋谷区宇田川町４０番１号

株式会社サイバーエージェント

代表取締役

　

藤田

　

晋

　

」

乙

　

東京都渋谷区宇田川町４０番１号

株式会社 ドットマネー

代表取締役 鈴木

　

英



決算報告書
（第 4 期）

自 2019年 10月  1日

至 2020年  9月 30日

株式会社ドットマネー

東京都渋谷区宇田川町４０番１号



負債の部
科     目

【流動負債】
買掛金
未払金
連結納税未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税
前受金
預り金
ポイント預り金
流動負債合計

【固定負債】
勤続インセンティブ引当金
固定負債合計
負債合計

金     額

8,645,345
106,185,599
31,635,521
2,637,891
15,548,800
4,422,119

100,192,785
407,140,597
342,846,750

1,019,255,407

2,895,291
2,895,291

1,022,150,698

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

175,303,225 )(
175,303,225
175,303,225

135,581,470 )(
135,581,470
135,581,470
410,884,695
410,884,695

1,433,035,393

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
前渡金
未収入金
前払費用
預け金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
工具器具備品
工具器具備品減価償却累計額

有形固定資産合計
(無形固定資産)
ソフトウェア
ソフトウェア減価償却累計額

無形固定資産合計
(投資その他の資産)
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

金     額

387,872,026
120,359,721
589,394,970

356,180
161,625,400

1,259,608,297

4,770,068
△912,823
3,857,245

230,903,114
△67,730,541
163,172,573

6,397,278
6,397,278

173,427,096

1,433,035,393

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社ドットマネー

2020年  9月 30日　現在



科     目
【売上高】
手数料売上高
広告売上高
売上高合計

【売上原価】
広告仕入高
他勘定振替_原価
業務委託インソース_原価
ソフトウェア償却費_原価

売上総利益
【販売費及び一般管理費】

営業利益
【営業外収益】
消費税差額_収益
営業外収益合計
営業外費用合計
経常利益

特別利益合計
特別損失合計
税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
過年度法人税等
法人税等調整額

法人税等合計
当期純利益

額金

303,867,809
80,922,478

384,790,287

20,945,869
24,826,069
50,233,376

51,325,3224,972,146
333,464,965
191,897,335
141,567,630

397
397
0

141,568,027
0
0

141,568,027
54,561,113
△322,615
316,305

54,554,803
87,013,224

(単位：円)

損 益 計 算 書

株式会社ドットマネー

自 2019年 10月  1日  至 2020年  9月 30日



科     目
役員報酬
給与手当
勤続インセンティブ引当金繰入
法定福利費
通勤交通費
福利厚生費
採用研修費
広告宣伝費
減価償却費
消耗品費
旅費交通費
会議費
接待交際費
接待交際費_社外会食
外注費
業務委託インソース
支払手数料
システム利用料
租税公課
地代家賃
共益費
水道光熱費
通信費
雑費
修繕費
新聞図書費
グループ運営費
他勘定振替
メディア統括運営費
販売費及び一般管理費合計

額金
12,925,000
51,883,558

61,268
9,381,299
993,835
270,343
10,600

19,032,142
357,391
949,079

1,522,040
305,909

6,952,931
3,438,906
3,480,692

21,181,989
8,579,585

65,817,004
320,200

8,047,353
316,088
657,967

4,388,745
576,316
43,800
61,583

7,650,000
△38,754,375

1,446,087
191,897,335

(単位：円)

販売費及び一般管理費明細書

株式会社ドットマネー

自 2019年 10月  1日  至 2020年  9月 30日



科    目
【株主資本】

【資本金】
【資本剰余金】
（その他資本剰余金）

資本剰余金合計
【利益剰余金】
（その他利益剰余金）

繰越利益剰余金

利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計

変 動 事 由

当期首残高及び当期末残高

当期首残高及び当期末残高
当期首残高及び当期末残高

当期首残高
当期純利益当期変動額

当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高

金    額

100,000,000

175,303,225
175,303,225

48,568,246
87,013,224
135,581,470
48,568,246
87,013,224
135,581,470
323,871,471
87,013,224
410,884,695
323,871,471
87,013,224
410,884,695

(単位：円)

株主資本等変動計算書

株式会社ドットマネー

自 2019年 10月  1日  至 2020年  9月 30日



個 別 注 記 表

株式会社ドットマネー

自 2019年 10月  1日  至 2020年  9月 30日

固定資産の減価償却の方法
　1 有形固定資産
　　定額法を採用しております。
　2 無形固定資産
　　定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、
　　社内における見込利用可能期間（5年以内）に基づいております。

引当金の計上基準
　勤続慰労引当金
   従業員の勤続に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を
   計上しております。

その他計算書類作成のための基本となる重要事項
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。


